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年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認神奈川地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 11 件

厚生年金関係 11 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 17

国民年金関係 6 件

厚生年金関係 11 件



                      

  

神奈川厚生年金 事案 7933 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、平成 20 年４月１日から同年９月１日までの期間につ

いて、当該期間に係る標準報酬月額の記録については、同年４月から同年

８月までを 16 万円に訂正することが必要である。 

 なお、事業主は、当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料（訂正前の標準報酬月額（15 万円）に基づく厚生年金保険

料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 申立期間のうち、平成 20 年９月１日から 21 年 10 月１日までの期間に

ついて、当該期間における標準報酬月額の記録は、事後訂正の結果、20

年９月から 21 年８月までは 38 万円、同年９月は 41 万円とされていると

ころ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当することから、

年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は、20 年９月から 21 年８月まで

は訂正前の 15 万円、同年９月は訂正前の 28 万円とされているが、当該記

録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関す

る法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の当該期間における

標準報酬月額に係る記録を 20 年９月から同年 12 月までは 38 万円、21 年

１月は 30 万円、同年２月は 34 万円、同年３月及び同年４月は 41 万円、

同年５月は 34 万円、同年６月及び同年７月は 32 万円、同年８月及び同年

９月は 30 万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料（訂正前の標準報酬月額（平成 20 年９月から 21 年８月までは 15 万円

同年９月は 28 万円）に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 申立期間のうち、平成 20 年８月１日、同年 12 月 27 日及び 21 年８月５

日に係る標準賞与額の記録については、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされているが、当該記

録を取り消し、特例法に基づき、申立人の当該期間の標準賞与額に係る記

録を 20 年８月１日及び同年 12 月 27 日は１万円、21 年８月５日は 5,000

円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

  

  

  

、

  

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：      



                      

 

    生 年 月 日 ： 昭和 58 年生 

住 所 ：      

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 20 年４月１日から 21 年 10 月１日まで 

         ② 平成 20 年８月１日 

         ③ 平成 20 年 12 月 27 日 

         ④ 平成 21 年８月５日 

    

    

    

    Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間①については、報酬月額に

対して、標準報酬月額が著しく低額になっている。また、申立期間②か

ら④までについては、賞与の支給を受け、厚生年金保険料を控除されて

いたにもかかわらず、当該期間に係る標準賞与額の記録が年金額の計算

の基礎となる標準賞与額の記録となっていない。給与支払明細書及び賞

与支払明細書があるので、申立期間の被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の標準報酬月額及び標準賞与額の相違について申し

立てているが、特例法に基づき標準報酬月額（標準賞与額）を改定又は決

定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源

泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額（賞与総支給

額）のそれぞれに基づく標準報酬月額（標準賞与額）の範囲内であること

から、これらの標準報酬月額（標準賞与額）のいずれか低い方の額を認定

することとなる。 

 申立期間①について、当該期間の標準報酬月額については、申立人から

提出された当該期間に係る給与支払明細書及び事業主から提出された当該

期間に係る賃金台帳において確認できる保険料控除額から、平成 20 年４

月から同年８月までは 16 万円、21 年３月及び同年４月は 41 万円、当該

給与支払明細書及び当該賃金台帳において確認できる報酬月額から、20

年９月から同年 12 月までは 38 万円、21 年１月は 30 万円、同年２月及び

同年５月は 34 万円、同年６月及び同年７月は 32 万円、同年８月及び同年

９月は 30 万円とすることが妥当である。 

 なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社の事業主は不明としているが、給与支払明細書及び賃金台帳

において確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う標準報酬月額と、

社会保険事務所（当時）で記録されている標準報酬月額が平成 20 年４月

から 21 年９月までの全期間にわたり一致していない上、厚生年金基金に

おける当該期間の報酬標準給与月額とオンライン記録における当該期間の

標準報酬月額が一致していることから、事業主は、給与支払明細書及び賃

 

  

  



                      

  

金台帳で確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う報酬月額を届け出

ておらず、その結果、社会保険事務所は、当該報酬月額に見合う保険料に

ついて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 申立期間②から④までについて、当該期間の標準賞与額については、申

立人から提出された当該期間に係る賞与支払明細書及び事業主から提出さ

れた当該期間に係る賃金台帳において確認できる賞与総支給額から、20

年８月１日及び同年 12 月 27 日は１万円、21 年８月５日は 5,000 円とす

ることが妥当である。 

 なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、Ａ社の事業主は不明としているが、複数の元従業員は

平成 20 年８月、同年 12 月及び 21 年８月に賞与が支給されたと述べてい

るところ、これらの者にも標準賞与額の記録は無い上、申立人の厚生年金

基金における当該期間の賞与標準給与額の記録も無いことから、社会保険

事務所は、申立人に係る当該期間の標準賞与額に基づく保険料について納

入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

  

  

、



                      

  

神奈川厚生年金 事案 7934 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係

る記録を昭和 40 年６月 21 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万

6,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40 年６月 21 日から同年７月５日まで 

  申立期間は、Ｂ社からＡ社へ異動はしたが、勤務形態や仕事内容が変

わることは無く、継続して勤務していた。しかし、申立期間に係る厚生

年金保険の被保険者記録が無い。 

  調査の上、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の同僚の供述から判断すると、申立人が申立てに係るグループ会社

に継続して勤務していたことが認められる（Ｂ社からＡ社へ異動）。 

 また、申立人と同日にＢ社からＡ社に異動したとする同僚は、申立期間

において被保険者記録が継続している上、申立人と同様にＢ社からＡ社に

異動し、被保険者期間に欠落がある同僚の所持する給与明細書から、厚生

年金保険料が控除されていたことが確認できる。 

 これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

 なお、異動日については、上記の申立人と同日に異動したとする同僚の

Ｂ社における資格喪失日及びＡ社における資格取得日が昭和 40 年６月 21

日であることが確認できることから、同日とすることが妥当である。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

  

  

  

  



                      

  

40 年７月の社会保険事務所（当時）の記録から、２万 6,000 円とするこ

とが妥当である。 

  なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、Ｂ社及びＡ社は既に解散しており、当時の

事業主は死亡しているため、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無

いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

  また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 

 

 

 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 7935 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報

酬月額を、平成６年３月から同年 10 月までは 53 万円、同年 11 月から７

年６月までは 59 万円、同年７月から同年 12 月までは 44 万円に訂正する

ことが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年３月１日から８年１月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間の標準報酬月額の記録が、実際の給与額に比    

べて著しく低くなっている。 

 調査の上、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額の記録を訂正して

ほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によると、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、当

初、平成６年３月から同年 10 月までは 53 万円、同年 11 月から７年６月

までは 59 万円、同年７月から同年 12 月までは 44 万円と記録されていた

ところ、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった日（８年１月１

日）より後の同年２月１日付けで、遡って９万 8,000 円に減額訂正されて

いる上、申立人のほか３名についても、同様に遡及して減額訂正されてい

ることが確認できる。 

 また、当時の事業主は、「当時、社会保険料の滞納があった。」と供述

している。 

 さらに、商業登記簿謄本から、申立人が、申立期間当時、Ａ社の取締役

であったことが確認できるものの、当時の事業主は、「当該遡及訂正処理

は、私が経理関係の専門家にお願いしたことで、申立人は関与していな

い。」と回答していることから、申立人が当該遡及訂正に関与したとは考

え難い。 

  

  



                      

  

   これらを総合的に判断すると、申立人の申立期間の標準報酬月額につい

て、かかる処理を行う合理的な理由は無く、有効な記録訂正があったとは

認められないことから、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主

が社会保険事務所に当初届け出た、平成６年３月から同年 10 月までは 53

万円、同年 11 月から７年６月までは 59 万円、同年７月から同年 12 月ま

では 44 万円に訂正することが必要である。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 7936 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、昭和 19 年６月 22 日から同年８月 31 日までの期間に

ついて、申立人は、当該期間の船員保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格の取得日

に係る記録を同年６月 22 日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を、35 円

とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る昭和 19 年６月及び同年７月の船員保険料

を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる

 申立期間のうち、昭和 20 年１月 21 日から同年１月 24 日までの期間に

ついて、申立人は、当該期間において船員保険被保険者であったことが認

められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を同年１

月 24 日に訂正することが必要である。 

  

。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 19 年４月頃から同年８月 31 日まで 

         ② 昭和 20 年１月 21 日から同年４月１日まで     

    私は、昭和 19 年４月頃に、Ｂ社（後に、Ｃ社。現在は、Ｄ社）へ入

社し、Ｅ市にあった船員訓練所へ配属され、同年８月に船舶Ｆへ乗船し

た。また、20 年１月に船舶Ｇに乗船したが、２、３日後に沈没した。

沈没後は塹壕堀等をしていたが、同年４月に船舶Ｈに乗船した。船員訓

練所へ配属されてから船舶Ｆに乗船するまでの期間及び船舶Ｇ沈没から

船舶Ｈに乗船するまでの期間を船員保険の被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①のうち、昭和 19 年６月 22 日から同年８月 31 日までの期間

について、Ｄ社が保管する船員保険被保険者票から、申立人は、当該期間

において、Ｂ社に甲板員見習として勤務していたことが認められる。 

 また、Ｄ社は、「申立人は、昭和 19 年６月 22 日に船員保険へ加入した  



                      

  

と思う。」と回答していることから、当該期間に申立人の給与から船員保

険料を控除していたことが認められる。 

 なお、Ａ社が作成した喪失船舶一覧表から、船舶Ｆは同社に管理されて

いた船舶であることが確認できる。 

 これらを総合的に判断すると、申立人は、当該期間に係る船員保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

 また、当該期間の標準報酬月額については、上記の船員保険被保険者票

の記録から 35 円とすることが妥当である。 

 なお、事業主が申立人に係る船員保険料を納付していたか否かについて

は、Ａ社は既に解散しており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事

情は無いことから明らかでないと判断せざるを得ない。 

 また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及

び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 

 申立期間②のうち、昭和 20 年１月 21 日から同年１月 24 日までの期間

について、Ｄ社は、「提出した船員保険被保険者票に退職についての記載

が無いことから継続して勤務していると思われる。」と回答していること

から、申立人が当該期間において、Ｂ社に継続して勤務していたことが認

められる。 

 また、申立人は、「昭和 20 年１月に船舶Ｇに乗船したが、２、３日後

に沈没した。」と供述しているところ、厚生労働省社会・援護局は、申立

人が同年１月に船舶Ｇに乗船したと回答している上、船舶Ｇは、喪失船舶

一覧表によると、同年１月 23 日に沈没していることが確認できる。 

 これらを総合的に判断すると、申立人のＡ社における船員保険被保険者

の資格喪失日を昭和 20 年１月 24 日に訂正することが必要と認められる。 

 一方、申立期間①のうち、昭和 19 年４月頃から同年６月 22 日までの期

間について、申立人が記憶する複数の同僚の証言から、申立人が当該期間

において、Ｂ社の船員訓練所で訓練を受けていたことは推認できる。 

 しかし、昭和 20 年４月１日前には、「適用船舶に乗り組むため雇用さ

れている者で、船内で使用されていないもの」（以下「予備船員」とい

う。）について、船員保険の適用が無かったところ、申立人は、船員保険

の適用外である予備船員であったと考えられる。 

 また、申立人が記憶する船員訓練所に在籍していた複数の同僚は、同僚

が記憶する訓練所の在籍期間において、船員保険被保険者記録は無い。 

 このほか、申立人が当該期間において船員保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない

 申立期間②のうち、昭和 20 年１月 24 日から同年４月１日までの期間つ

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

。 

  



                      

  

いて、Ｄ社は、「提出した船員保険被保険者票に退職についての記載が無

いことから継続して勤務していると思われる。」と回答していることから、

申立人が当該期間において、Ｂ社に継続して勤務していたことは推認でき

る。 

  しかし、厚生労働省社会・援護局は、申立人が昭和 20 年１月に船舶Ｇ

に乗船したと回答している上、船舶Ｇは、Ａ社の喪失船舶一覧表によると、

同年１月 23 日に沈没していることが確認できる。 

  また、申立人は、「船舶Ｇ沈没後、船舶Ｈに乗船するまで塹壕堀等をし

ていた。」と述べており、当該期間は、船員保険の適用外である予備船員

であったと考えられる。 

  さらに、申立人が記憶する船舶Ｇ及び船舶Ｈに乗船した同僚は、申立人

の船舶Ｇ沈没後から船舶Ｈ乗船までの勤務について不明である旨の回答を

している。 

  このほか、申立人が当該期間において船員保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。

  これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として申立期間①のうち昭和 19 年４月頃から

同年６月 22 日までの期間及び申立期間②のうち 20 年１月 24 日から同年

４月１日までの期間に係る船員保険料を事業主により給与から控除されて

いたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 7937 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）におけ

る資格喪失日に係る記録を昭和 44 年６月１日に訂正し、申立期間の標準

報酬月額を３万 3,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44 年５月１日から同年６月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間に係る厚生年金保険の被保    

険者記録が無い。当該期間に同社本社から同社Ｃ事業所へ異動はしたが、

継続して勤務していた。 

 調査の上、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。    

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の被保険者記録及びＢ社から提出された従業員台帳（発令情

報）から判断すると、申立人は、Ａ社に継続して勤務し（昭和 44 年６月

１日に同社本社から同社Ｃ事業所に異動）、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

44 年４月の社会保険事務所（当時）の記録から、３万 3,000 円とするこ

とが妥当である。 

 なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は不明としているが、Ｂ社から提出

された健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書及びＤ企業年金

基金から提出された厚生年金基金加入員資格喪失届には、申立人のＡ社に

係る被保険者資格喪失日は昭和 44 年５月１日と記載されていることから、

事業主は、同日を厚生年金保険の資格喪失日として届け、その結果、社会

  

  



                      

  

保険事務所は申立人に係る同年５月の保険料について納入の告知を行って

おらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付され

るべき保険料に充当した場合又は還付した場合を含む。）、事業主は、申

立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 



                      

 

神奈川厚生年金 事案 7938 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ事業

所における資格取得日に係る記録を昭和 27 年 10 月 24 日に、同社Ｄ事業

所における資格取得日に係る記録を 35 年３月 21 日に訂正し、27 年 10 月

の標準報酬月額を 8,000 円、35 年３月の標準報酬月額を１万 8,000 円と

することが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正７年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 27 年 10 月 24 日から同年 11 月 15 日まで 

         ② 昭和 35 年３月 21 日から同年４月１日まで     

    私の夫は、昭和 21 年 10 月から 51 年３月までＡ社に勤務していたが、

厚生年金保険の記録によると、同社Ｅ事業所から同社Ｃ事業所に転勤し

た時期、及び同社Ｃ事業所からＤ事業所に転勤した時期の記録が欠落し

ている。 

 申立期間①及び②は退職しておらず継続して勤務していたので、当該

期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人に係る雇用保険の記録及びＢ社が保管する社員名簿から判断する

と、申立人がＡ社に継続して勤務し（申立期間①は、昭和 27 年 10 月 24

日に同社Ｅ事業所から同社Ｃ事業所に異動、申立期間②は、35 年３月 21

日に同社Ｃ事業所から同社Ｄ事業所に異動）、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

 また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人に係るＡ社Ｃ事業

 

  



                      

  

所における昭和 27 年 11 月の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録か

ら 8,000 円、申立期間②の標準報酬月額については、同社Ｄ事業所におけ

る 35 年４月の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録から１万 8,000

円とすることが妥当である。 

 なお、申立人の申立期間①及び②に係る厚生年金保険料の事業主による

納付義務の履行については、事業主は、保険料を納付したか否かについて

は不明としているが、申立期間①については、事業主が保管している健康

保険厚生年金保険被保険者資格取得届には、申立人のＡ社Ｃ事業所におけ

る資格取得日が昭和 27 年 11 月 15 日と記載されており、申立期間②につ

いては、同社が保管している厚生年金台帳に記載された申立人の同社Ｄ事

業所における資格取得日が 35 年４月１日となっていることから、事業主

が申立人についてオンライン記録どおりの資格取得日を届け、その結果、

社会保険事務所（当時）は、申立人に係る 27 年 10 月及び 35 年３月の保

険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る 27 年

10 月及び 35 年３月の保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 

  



                      

  

神奈川厚生年金 事案 7939 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）におけ

る厚生年金保険被保険者資格の喪失日及びＢ社Ｃ工場における同資格の取

得日に係る記録を、それぞれ昭和 37 年１月 16 日に訂正し、申立期間に係

る標準報酬月額を２万 8,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37 年１月１日から同年２月 16 日まで 

  私は、昭和 35 年４月３日から平成８年 10 月 15 日までＡ社に継続し

て勤務していたが、Ｂ社Ｃ工場に転勤した際の厚生年金保険被保険者記

録が欠落しているが、申立期間は継続して勤務し、厚生年金保険の保険

料も給与から控除されていたので、申立期間を被保険者期間として認め

てほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社が発行した退職証明書及びに同社が保管している申立人に係る労働

者名簿並びに健康保険組合の加入記録から判断すると、申立人は、Ａ社に

継続して勤務し（昭和 37 年１月 16 日に、同社からＢ社Ｃ工場に異動）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＢ社Ｃ工場におけ

る昭和 37 年２月の社会保険事務所（当時）の記録から、２万 8,000 円と

することが妥当である。 

 なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、確認できる書類を保管していないため、厚生年金保険

料を納付したか否かについては不明と回答しており、これを確認できる関

  

  



                      

  

連資料及び周辺事情が無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない

 また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 

。 

  



                      

  

神奈川厚生年金 事案 7940 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資格喪失日は、平成４年２

月１日であると認められることから、申立期間に係る厚生年金保険被保険

者資格喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

 また、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、平成３年９月は 28 万

円、同年 10 月から４年１月までは 44 万円とすることが妥当である。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年９月 30 日から４年２月１日まで 

Ａ社における厚生年金保険の資格喪失日が平成３年９月 30 日と記録    

されているが、４年１月 31 日まで勤務しており、申立期間においても

保険料は給与から控除されていたので、申立期間を厚生年金保険被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人と同じ職場の同僚の回答から判断すると、申立人が申立期間当時

Ａ社に継続して勤務していたことが認められる。 

 また、オンライン記録では、申立人のＡ社における厚生年金保険の被保

険者資格喪失日は平成３年９月 30 日とされているが、当該喪失処理は、

同社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった日である同年 10 月 31 日よ

り後の４年４月 30 日付けで３年 10 月の標準報酬月額の定時決定が取り消

された上で遡って行われていることが確認できる。 

 さらに、申立人のほか 18 人についても厚生年金保険被保険者資格の喪

失の処理が平成４年４月 30 日付けで３年９月 30 日に遡って行われている

上、このうち、Ａ社において同年６月以前に厚生年金保険の被保険者資格

を取得していることが確認できる被保険者 11 人は、いずれも同年 10 月の

標準報酬月額の定時決定が取り消されていることが確認できる。 

 これらを総合的に判断すると、社会保険事務所（当時）において、かか

る処理を行う合理的な理由は見当たらず、申立人がＡ社において平成３年

、

  

  

  



                      

  

９月 30 日に被保険者資格を喪失したとする記録訂正は有効なものとは認

められないことから、申立人の同社における資格喪失日に係る記録を、申

立人が申立期間以後に継続して勤務し、かつ、同社と事実上同一の会社で

あるＢ社における資格取得日と同日の４年２月１日に訂正することが必要

である。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、オンライン記録から、平成

３年９月は 28 万円、同年 10 月から４年１月までは 44 万円とすることが

妥当である。 

  



                      

  

神奈川厚生年金 事案 7941 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所（当

時）に届け出た標準報酬月額であったと認められることから、平成９年８

月から 10 年７月までは 59 万円、同年８月から同年 11 月までは 20 万円に

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年８月１日から 10 年 12 月 31 日まで 

厚生年金保険の被保険者記録によると、Ａ社に勤務していた期間のう    

ち、申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額は９万 2,000 円と記録

されているが、実際には、月額 59 万円の給与に見合う標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料が控除されていた。 

    調査の上、申立期間に係る標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によると、申立人の申立期間に係るＡ社における標準

報酬月額は、当初、平成９年８月から 10 年７月までは 59 万円、同年８

月から同年 11 月までは 20 万円と記録されていたところ、同社が厚生年

金保険の適用事業所に該当しなくなった日（10 年 12 月 31 日）より後の

11 年１月６日付けで、遡及して９万 2,000 円に減額訂正の処理がされて

いることが確認できる上、代表取締役を含む４名の取締役についても、

同様の標準報酬月額の減額訂正が行われている。 

 また、商業登記簿謄本から、申立人がＡ社の取締役であったことが確

認できるが、１名の同僚は、「Ａ社は、社会保険料を滞納していたので、

社会保険事務所の職員の指示に従い、標準報酬月額を遡及訂正した。申

立人は、社会保険に関して決裁権限を有しておらず、事業主印を押すこ

とができる立場にはなかった。」と証言している。 

 なお、申立期間のうち、平成 10 年８月から同年 11 月までの訂正前の

標準報酬月額は 20 万円と記録されているところ、申立人は、「実際には

  

  



                      

  

月額 59 万円の給与に見合う標準報酬月額に基づく厚生年金保険料が控除

されていた。」と主張している。 

 しかしながら、申立人の標準報酬月額は、平成 10 年８月１日の随時改

定により、59 万円から 20 万円に変更されているところ、当該処理は、同

年８月 14 日付けで行われており、遡及して記録訂正がなされた形跡は無

く、上記遡及訂正処理との直接的な関係をうかがわせる事情は見当たら

ないことから、社会保険事務所の処理が不合理であったとは言えない。 

 また、Ａ社は、既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっている上、

事業主から回答が得られず、申立人も当該期間に係る給与明細書等の資

料を所持していないことから、申立人の当該期間の標準報酬月額が申立

人の主張する月額 59 万円の給与に見合う標準報酬月額であったことを確

認することができない。 

 これらを総合的に判断すると、当該訂正処理を遡及して行う合理的理

由は無く、標準報酬月額に係る有効な記録訂正があったとは認められな

いことから、申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、事業主

が社会保険事務所に当初届け出た平成９年８月から 10 年７月までは 59

万円、同年８月から同年 11 月までは 20 万円に訂正することが必要であ

  

  

  

ると認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 7942 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間に係る標

準報酬月額の記録を 20 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 44 年生

住 所 ：  

    

     

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年９月１日から５年３月 31 日まで 

私が、Ａ社に勤務していた期間の標準報酬月額が 13 万 4,000 円と記    

録されているが、当時の給与額からすると低額であるので、厚生年金保

険の標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録から、申立人の申立期間における標準報酬月額は、当初

20 万円と記録されていたところ、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所に該

当しなくなった日（平成５年３月 31 日）より後の同年５月 12 日付けで、

遡及して 13 万 4,000 円に引き下げられている上、同日において、申立人

以外の被保険者 43 名についても、その標準報酬月額が遡及してそれぞれ

引き下げられていることが確認できる。 

 また、商業登記簿謄本から、申立人は、Ａ社の役員でなかったことが確

認でき、申立人が同じ仕事をしていたとして名前を挙げた同僚も、｢申立

人は、私と同じ職種であり、役員ではなかった。」と述べている。 

 これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、かかる処理を

行う合理的な理由は無く、申立人の申立期間に係る標準報酬月額について

は、有効な記録訂正があったとは認められず、申立期間に係る標準報酬月

額を、事業主が社会保険事務所に当初届け出た 20 万円に訂正することが

必要であると認められる。 

、

  

  



                      

  

神奈川厚生年金 事案 7943 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、平成３年２月１日から４年２月 29 日までの期間につ

いて、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立

人が主張する標準報酬月額であったと認められることから、当該期間の標

準報酬月額に係る記録を３年２月から同年９月までは 41 万円、同年 10 月

から４年１月までは 44 万円に訂正することが必要である。 

 申立期間のうち、平成４年２月 29 日から同年３月 17 日までの期間につ

いて、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の喪失日は、同年

３月 17 日であると認められることから、当該期間に係る厚生年金保険被

保険者資格の喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

 なお、当該期間の標準報酬月額は、44 万円とすることが妥当である。 

  

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成３年２月１日から４年２月 29 日まで 

         ② 平成４年２月 29 日から同年３月 17 日まで     

    私は、昭和 63 年 10 月３日から平成４年３月 16 日までの期間、Ａ社

に勤務していた。 

 申立期間①の標準報酬月額が 20 万円に下げられているが、当時、会

社からそのような説明を受けたことは無い。 

 また、申立期間②について、平成４年２月 29 日に被保険者資格を喪

失していることになっているが、当該期間も継続してＡ社に勤務してお

り、給与から厚生年金保険料も控除されていた。調査の上、申立期間①

の標準報酬月額の記録を訂正し、申立期間②を厚生年金保険の被保険者

期間として認めてほしい。 

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、オンライン記録によると、申立人のＡ社における

標準報酬月額は、当初、平成３年２月から同年９月までは 41 万円、同年

10 月から４年１月までは 44 万円と記録されていたところ、同社が厚生年



                      

  

金保険の適用事業所でなくなった同年３月 17 日より後の同年４月６日付

けで、遡って 20 万円に減額訂正処理されている上、申立人のほか８名の

同僚についても、同様に標準報酬月額が遡って減額訂正処理されているこ

とが確認できる。 

 これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、かかる処理を

行う合理的な理由は無く、申立人の申立期間①に係る標準報酬月額につい

て有効な記録の訂正があったとは認められず、申立人の当該期間に係る標

準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た平成３年２月から

同年９月までは 41 万円、同年 10 月から４年１月までは 44 万円に訂正す

ることが必要である。 

 申立期間②について、雇用保険の加入記録及び同僚の証言から、申立人

が当該期間においてＡ社に継続して勤務していたことが認められる。 

 また、オンライン記録によると、申立人のＡ社における被保険者資格の

喪失日は、平成４年２月 29 日となっているが、当該処理は、同社が厚生

年金保険の適用事業所でなくなった同年３月 17 日より後の同年４月６日

付けで行われている上、申立人のほか 61 名についても同様の処理が行わ

れていることが確認できる。 

 これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、かかる処理を

行う合理的な理由は無く、当該喪失処理が有効であったとは認められない

ことから、申立人のＡ社に係る被保険者資格の喪失日を、雇用保険の離職

日の翌日である平成４年３月 17 日に訂正することが必要である。 

 なお、申立期間②に係る標準報酬月額は、上記の遡及訂正処理前の社会

保険事務所の記録から、44 万円とすることが妥当である。

  

  

  

  

  

 



 

  

神奈川国民年金 事案 6860 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 10年３月及び 11年２月から 15年２月までの期間の国民年金

保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 53年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 10年３月 

         ② 平成 11年２月から 15年２月まで     

    私は、申立期間の国民年金保険料は銀行で納付していたのに、日本年金

機構Ａ事務センターに照会したところ、納付した記録が無いと言われた。

また、基礎年金番号が二つあるとも言われたが、その理由は説明されてお

らず、申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によると、申立人の基礎年金番号は、申立内容のとおり、

二つあったことが確認できる。最初の基礎年金番号は、申立人が 20 歳にな

る直前に「Ｂ」名義で付番されているが、国民年金被保険者資格取得届を提

出していない者に対して、職権により被保険者資格取得処理を行い、年金手

帳を送付した場合に表示される「手帳送付者」の記録が、オンライン記録上

で確認でき、二つ目の基礎年金番号は、平成 15 年３月に申立人が厚生年金

保険の被保険者になったことで「Ｃ」名義で付番されていたが、17 年に、最

初の基礎年金番号が二つ目の基礎年金番号に統合された上で、名義を「Ｃ」

から「Ｂ」に訂正されていることが確認できる。 

 申立期間は、申立人には、最初の基礎年金番号だけが付番されていた時期

であるが、国民年金保険料の納付状況については、申立人から供述等が得ら

れず不明である上、申立期間以外にも未納及び未加入期間が散見される。 

 また、申立期間①及び②は、平成９年１月の基礎年金番号の導入後の期間

であり、同番号に基づき、国民年金保険料収納事務の電算化が図られていた

上、申立期間②の一部は、14 年４月以降の期間であり、保険料収納事務が国

に一元化されたことに伴い、記録管理のシステム化が一層促進されていたこ

  

  



 

  

とから、申立期間の記録管理が適切に行われていなかったとは考え難い。 

 さらに、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

  

   



 

  

神奈川国民年金 事案 6861 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 58 年５月から平成元年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年５月から平成元年３月まで 

私は、昭和 59 年以前から国民年金に加入し、国民年金保険料を口座振替    

により納付しており、その加入手続及び保険料納付は、私の妻が行ってい

た。59 年 11 月からＡ業を開業したときの確定申告書(控)があり、私の妻

の保険料を申告できることを知らなかったため、私の分だけ申告したが、

平成２年から夫婦二人分を申告するようになった。 

 申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。    

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 59 年以前から国民年金に加入し、国民年金保険料を納付し

ていたと主張しているが、国民年金手帳記号番号払出簿及び申立人の国民年

金手帳記号番号の前後の番号が付与された被保険者の被保険者資格記録から

申立人の国民年金の加入手続が行われた時期は平成元年 10 月頃と推認でき

申立内容と相違している上、申立人の住民票によると、申立人は、申立期間

以前から手帳記号番号の払出時期を通じて同一区内に居住していることが確

認でき、別の手帳記号番号が払い出される事情はうかがえない。 

 また、申立人は、自身名義の金融機関の口座から口座振替により、申立期

間の国民年金保険料を納付していたと主張しているが、同金融機関に照会し

たところ、平成元年 12 月からの保険料が同口座から振り替えられているこ

とが確認できるものの、申立期間に係る保険料の振替はなされていないこと

が確認できる。 

 さらに、申立人は、申立期間のうち、昭和 59 年から 63 年までの確定申告

書（控）を当委員会に提示しており、同申告書の社会保険料控除欄に記載さ

れている金額は、当該期間の国民年金保険料が納付済みである申立人の妻の

、

、

  

  



 

  

分ではなく、申立人の分であると主張しているが、同欄に記載された金額は、
おおむ

当該期間の一人分の保険料額とは 概 ね一致しており、上述のとおり、申立

人の国民年金の加入手続が平成元年 10 月頃と推認でき、申立期間当時は未

加入期間であったことを考え合わせると、同欄に記載された金額は、申立人

の妻の分であり、申立人の分とは考え難い。 

 加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、日記等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

  

  



 

  

神奈川国民年金 事案 6862 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 41年 12月から 51年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年 12月から 51年９月まで 

  私は、昭和 53 年３月に結婚し、その後、国民年金の加入についての話を

義父とした。結婚前の期間について、私は、厚生年金保険の被保険者資格

期間がほとんど無いと思っていたので、そのことを義父に話したところ、

20 歳まで遡って国民年金保険料を納付することができると言われた。その

分の保険料は、義父が全額を負担してくれることになったので、私の夫が

市役所支所へ行って、国民年金の加入手続を行い、約 12 年間分の保険料を

まとめて納付した。国民年金に加入した時に交付された年金手帳の「初め

て被保険者となった日」の欄に、41 年＊月と書かれているため、未納だっ

た約 12 年間分の保険料が納付されたと思った。申立期間が国民年金に未加

入及び未納とされていることに納得できない。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 53 年３月に結婚し、申立人の夫が同年４月頃から同年９月

頃に国民年金の加入手続を行ったと述べており、申立人の夫は、申立人の国

民年金の加入手続を行った時期は、結婚の半年後ぐらいであったと思うと述

べているところ、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号が付与された

任意加入被保険者の被保険者資格取得日から、申立人の国民年金の加入手続

は、同年 10 月に行われたものと推認でき、その時期は、第３回特例納付の

実施期間中であることから、申立期間は、第３回特例納付等により、国民年

金保険料を納付することが可能な期間ではあるが、申立人及び申立人の夫が

述べている、その際にその夫が保険料としてまとめて納付したとする金額は

実際に当該期間の保険料を第３回特例納付等により納付した場合の金額と大
かい

きく乖離している。 

、



 

  

   また、申立人は、年金手帳の「初めて被保険者となった日」の欄に「昭和

41 年＊月＊日」と書かれていることから、申立期間の国民年金保険料を納付

しているはずであるとしているが、国民年金の被保険者資格取得日は、保険

料の納付の始期を特定するものではない。 

 さらに、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

  

  



 

  

神奈川国民年金 事案 6863 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 14 年４月から同年７月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 14年４月から同年７月まで 

  私が 20 歳になった時に、私の母親が、国民年金の加入手続を行い、国民

年金保険料は、結婚するまでの間、母親が、自宅に来ていた集金人に納付

してくれていた。結婚後、夫と家業を継ぎ、私が、夫婦二人分の保険料を

集金人に納付していたが、集金人制度がなくなり、納付書による納付にな

ってからは、夫婦別々になったことがあったかもしれないが、私が、納付

しており、申立期間当時の１か月の保険料額は、１万 1,000 円か１万

3,000円ぐらいだった。 

  夫の年金の確認で、夫と一緒に年金事務所に行った際、職員に、夫の国

民年金保険料は、60 歳まで全て納付済みなのに、私だけ４か月未納になっ

ていることは考えにくいと言われ、申立てを勧められた。私たち夫婦がそ

れぞれ 60 歳になるまで、保険料は、私がきちんと納付していたはずなのに

申立期間の保険料が、私だけ未納とされていることに納得できない。 

  

、

  

、

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付していたと主張しているとこ

ろ、現年度納付により納付したのか、過年度納付により納付したのか、記憶

が定かではなく、当該期間の保険料の納付状況を確認することができない上、

申立人の年金記録に関して不自然な事務処理等があったとはうかがえない。 

 また、申立期間は、国民年金保険料の収納事務が国に一元化された平成 14

年４月以降の期間であり、事務処理の電算化が一層促進されたことを踏まえ

ると、当該期間の記録管理に誤りがあったとは考えにくく、ほかに当該期間

  

の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



 

  

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 6864 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成３年 11 月から４年５月までの期間及び８年１月から 12 年７

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成３年 11月から４年５月まで 

         ② 平成８年１月から 12年７月まで     

    私は、平成３年 10 月及び８年１月に会社を退職した都度、区役所で厚生

年金保険から国民年金への切替手続を行い、国民年金保険料については、

金融機関等で毎月納付していた。 

 申立期間①及び②の国民年金保険料が未加入による未納とされているこ

とに納得できない。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人が居住している市の平成２年度の国民年金被

保険者収滞納一覧表には、申立人の国民年金手帳記号番号が記載されている

ことが確認できるものの、３年度の当該一覧表には、申立人の手帳記号番号

の記載が無いことが確認できることから、申立人は国民年金に加入していな

かったものと推定するのが相当である。 

 また、申立期間②について、仮に申立人の主張のとおり、平成８年１月頃

に国民年金への切替手続を行った場合、９年１月の基礎年金番号が導入され

た時点で基礎年金番号が付番されるはずであるが、オンライン記録及び申立

人が所持している年金手帳によると、12 年８月 29 日に付番されていること

が確認でき、９年１月に、申立人に別の基礎年金番号が付番された形跡は見

当たらないことから、申立期間①と同様に、国民年金の未加入者であったと

考えられる。 

 さらに、申立期間②は平成９年１月の基礎年金番号の導入後の期間を含ん

でおり、同番号に基づき、国民年金保険料収納事務の電算化が図られていた

  

  



 

  

状況下であることから、当該期間の記録管理が適切に行われていなかったと

は考えにくい。 

  加えて、申立人は、会社を退職した都度、区役所で厚生年金保険から国民

年金への切替手続を行い、国民年金保険料を複数の金融機関等で納付書によ

り納付したと主張しているが、申立人は申立期間の保険料の納付場所、納付

金額等の記憶が定かではない上、明確かつ具体的な納付行動がうかがわれず、

保険料の納付状況が不明である。 

  その上、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、源泉徴収票等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

  これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を含めて総合的

に判断すると、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していた

ものと認めることはできない。 

 

 

 



 

  

神奈川国民年金 事案 6865 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 13 年８月の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

住    所 ：  

    

    

    

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 13年８月 

私の国民年金の加入手続や国民年金保険料の納付は、いつも母親が行っ    

ており、申立期間の保険料については、区役所の窓口で納付書を提示し、

現金で納付したと聞いている。 

  申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得がいかない。   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の母親は、平成 15 年５月頃に、区役所の国民年金課の窓口で、社会

保険事務所（当時）から送られてきた同年同月１日発行の申立人に係る申立

期間の国民年金保険料の納付書を提示し、当該期間の保険料を納付したとこ

ろ、区役所の担当者が納付書に領収印を押さなかったので、当該納付書の余

白に「スミ 区役所で」とメモ書きしたとして、今回、当該納付書を当委員

会に提出している。しかし、14 年４月から国民年金保険料の収納事務を国が

一元的に実施していることから、制度上、区役所の窓口で同保険料を納付す

ることはできない。 

 また、申立期間は、平成９年１月の基礎年金番号導入後の期間であり、基

礎年金番号に基づき、国民年金保険料の収納事務の電算化が図られていた状

況下において、申立期間の記録管理が適切に行われていなかったとは考えに

くい。 

 さらに、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたと認めることは

できない。 

  

  

  



                      

  

神奈川厚生年金 事案 7944 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 26 年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 57 年 10 月１日から 59 年６月１日まで 

         ② 昭和 59 年６月１日から同年 10 月１日まで 

         ③ 昭和 59 年 10 月１日から 60 年 12 月１日まで 

         ④ 昭和 60 年 12 月１日から 62 年５月１日まで 

         ⑤ 昭和 62 年５月１日から 63 年８月１日まで 

    

    

    

    

    私は、申立期間①はＡ社（現在は、Ｂ社）、申立期間②はＣ社（現在

は、Ｄ社）、申立期間③はＥ社（現在は、Ｄ社）、申立期間④はＡ社、

申立期間⑤はＢ社に勤務していた。 

 申立期間①から⑤までの標準報酬月額は、支給されていた給与額に比

べて低額であり、当該期間において減給されたことも無いので、調査の

上、厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①から⑤までについて、Ｆ基金の加入員記録における申立人の

報酬標準給与月額は、厚生年金保険の標準報酬月額と一致しており、同基

金は、「当時、事業所が社会保険事務所（当時）と当基金に提出する届出

書は複写式であった。」と回答している。 

 また、申立期間①から⑤までについて、各事業所別被保険者名簿及びオ

ンライン記録における申立人の標準報酬月額の記録は、遡及して訂正され

るなど不自然な処理が行われた形跡は無い上、複数の同僚の当該期間に係

る標準報酬月額と比較しても、申立人の標準報酬月額のみが著しく減額さ

れているなど不自然な取扱いであったという事情は見当たらない。 

 さらに、申立期間⑤のうち、昭和 62 年 12 月１日から 63 年８月１日ま

  

  



                      

  

での期間について、Ｂ社が保管する 88 年度賃金台帳によると、申立人は、

当該期間において、オンライン記録における標準報酬月額を上回る報酬月

額が支給されているものの、オンライン記録における標準報酬月額に見合

う厚生年金保険料が控除されていることが確認できる。 

 加えて、申立期間①、④及び⑤について、Ｂ社は、「保存年限経過のた

め、提出した賃金台帳のほかに当該期間に係る関連資料は残っていな

い。」と回答しており、申立期間②及び③について、Ｄ社は、「保存年限

経過のため、当該期間に係る関連資料は残っていない。」と回答している

上、申立人も、申立期間①から⑤までにおける報酬月額及び厚生年金保険

料控除額を確認できる給与明細書等の資料を所持していない。 

 このほか、申立期間①から⑤までについて、申立人の主張する標準報酬

月額に見合う厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料及び周辺事情

は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が、申立期間①から⑤までについて、その主張する標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認め

ることはできない。 

  

  

  



                      

  

神奈川厚生年金 事案 7945 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 50 年２月頃から 52 年１月頃まで 

         ② 昭和 52 年５月頃から 53 年２月頃まで 

         ③ 昭和 53 年３月頃から 58 年 12 月頃まで 

         ④ 昭和 60 年６月 30 日から 61 年３月頃まで 

         ⑤ 平成 16 年８月 26 日から 18 年１月頃まで 

    

    

    

    

    私は、申立期間①はＡ店に、申立期間②はＢ店に、申立期間③はＣ社

（現在は、Ｄ社）が経営するＥ店に勤務していたが、厚生年金保険の被

保険者記録が無い。 

  申立期間④においてもＦ社が経営するＧ店に勤務していたが、厚生年

金保険の資格喪失日が昭和 60 年６月 30 日となっている。また、申立期

間⑤においてもＨ社が経営するＩ店に勤務していたが、厚生年金保険の

資格喪失日が平成 16 年８月 26 日となっている。 

  申立期間①から⑤までを被保険者期間として認めてほしい。 

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人が記憶する同僚の証言及び申立人が記憶す

る社長や専務の姓を当該同僚も記憶していることから、期間は特定できな

いものの、申立人がＡ店に勤務していたことは推認できる。 

 しかし、オンライン記録では、申立人が記憶する住所地にはＡ店という

名称の厚生年金保険の適用事業所は見当たらない上、管轄の法務局におい

て、商業登記簿も確認できない。 

 また、上記同僚は、Ａ店を経営していた事業所はＪ社であったと述べて

いるところ、オンライン記録では、同社と同じ名称の適用事業所は２件、

類似する事業所は８件存在することから、それぞれの事業所の健康保険厚

  

  



                      

  

生年金保険被保険者名簿を確認したものの、申立人及び同僚の氏名、Ａ店

の社長及び専務に該当する姓の記載は無かった。 

  申立期間②について、申立人は、Ｂ店に勤務していたと主張している。 

  しかし、オンライン記録では、申立人が記憶する住所地には、Ｂ店とい

う名称の厚生年金保険の適用事業所は見当たらない上、管轄の法務局にお

いて、商業登記簿も確認できない。 

  また、申立人は、同僚及び上司の氏名を記憶していないことから、申立

人の勤務実態を確認することができない上、申立人のＢ店に係る雇用保険

の記録は無い。 

  さらに、申立人は、Ｋ社がＢ店を経営していたと思うと述べているとこ

ろ、Ｋ社の担当者は、「これまでＢ店という名称の店舗を経営したことは

無く、保管する名簿では、申立期間を含む昭和 52 年から 53 年までの間に

在籍した社員の中に申立人の氏名は見当たらない。」と回答している上、

Ｋ社に係るオンライン記録にも申立人の氏名は無い。 

  申立期間③について、複数の同僚の証言から期間は特定できないものの、

申立人は、Ｃ社が経営するＥ店勤務していたことは推認できる。 

  しかし、Ｄ社は、「当時の資料が無く、申立人の勤務実態及び保険料控

除については不明である。」と回答している。 

  また、Ｄ社の担当者は、「昭和 60 年代に入社した従業員は厚生年金保

険と雇用保険は同時に加入している。」と回答しているところ、申立期間

当時、同社において厚生年金保険被保険者であり、申立人と同じ職場に勤

務し、同じ職種のＬ職であった７名の同僚は、全員雇用保険に加入してい

るが申立人には雇用保険の加入記録が無い。 

  さらに、Ｃ社に係る事業所別被保険者名簿には、申立期間において申立

人の氏名は見当たらず、健康保険の整理番号に欠番は無い。 

  申立期間④について、申立人は、当該期間においてもＦ社が経営するＧ

店に継続して勤務していたと主張している。 

  しかし、Ｆ社が加入していたＭ健康保険組合の加入記録では、申立人は、

昭和 60 年６月 30 日に資格を喪失していることが確認でき、オンライン記

録と一致している。 

  また、Ｆ社は、既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっている上、当

時の事業主に文書照会を行ったが、回答が得られず、申立人の勤務実態及

び保険料控除を確認することができない。 

  申立期間⑤について、申立人は、当該期間においてもＨ社が経営してい

たＩ店に継続して勤務していたと主張している。 

  しかし、Ｈ社が保管している平成 16 年８月１日付けの申立人の退職届

には、退職年月日が「平成 16 年８月 25 日限り」と記載され、同じく同社

が保管している健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書の資格

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

喪失年月日欄には「平成 16 年８月 26 日」と記載されていることが確認で

きる。 

 また、申立人の雇用保険記録の離職日は、平成 16 年８月 25 日となって

おり、厚生年金保険の記録及び退職届に記載されている退職日と符合する。

 このほか、申立人は、申立期間①から⑤までに係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料

を所持しておらず、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除につ

いて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①から⑤までに係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 

  

 

  

  



                      

  

神奈川厚生年金 事案 7946 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、昭和 38 年４月頃から 39 年 11 月頃までの期間、同年

12 月頃から 43 年６月頃までの期間、同年７月頃から 44 年７月頃までの

期間及び 50 年５月 31 日から 52 年５月 31 日までの期間について、申立人

は、厚生年金保険被保険者として、厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたと認めることはできない。 

 また、申立期間のうち、昭和 49 年５月１日から 50 年５月 31 日までの

期間について、申立人は、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 38 年４月頃から 39 年 11 月頃まで 

         ② 昭和 39 年 12 月頃から 43 年６月頃まで 

         ③ 昭和 43 年７月頃から 44 年７月頃まで 

         ④ 昭和 49 年５月１日から 50 年５月 31 日まで 

         ⑤ 昭和 50 年５月 31 日から 52 年５月 31 日まで 

    

    

    

    

    申立期間①はＡ社及びＢ社又はＣ社に、申立期間②はＤ社、申立期間

③はＥ社に、派遣社員として勤務し、各社の製品を販売して勤務してい

たが、当該期間が厚生年金保険被保険者期間となっていないので調査を

してほしい。 

 また、Ｆ社の申立期間④の標準報酬月額が６万円と記録されているが、

実際額は６万円より高額であったはずであり、同社の厚生年金保険被保

険者資格の喪失日についても、勤務していた同社Ｇ営業所が閉鎖される

まで３年間ぐらい勤務していたので、昭和 52 年５月 31 日になるはずだ

と思う。 

 調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 



                      

  

   申立期間①について、申立人は、Ｈ店においてＡ社の製品及び名称がＢ

社又はＣ社という事業所の製品の販売業務を行っていたことがあると主張

している。 

  しかしながら、勤務時期及び同僚の名前を記憶していないため、申立人

の申立期間①における勤務実態について証言を得ることができない。 

  また、申立期間①における申立てに係る事業所のうちＡ社は、｢申立人

の名前は、当社の社員名簿に記載が無いことから当社の正社員ではない。

正社員でなければ厚生年金保険には加入させていなかった。」としている

上、「販売員であればＩ職である。Ｉ職は日雇健康保険の加入者であり、

当社の健康保険には加入せず、厚生年金保険についても加入手続は行って

いない。」としている。 

  さらに、申立人は、名称がＢ社又はＣ社の事業所について、詳細な所在

地や名称を記憶していないため、事業所を特定することができず、申立人

の勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

  申立期間②について、申立人は、Ｊ店でＤ社の製品を販売していたとす

るところ、当該期間当時に同社においてＪ店の営業担当であった元社員は、

「申立人は、Ｉ職紹介所から派遣され、Ｊ店で当社の製品を販売してい

た。」と述べていることから、期間の特定はできないものの、申立人がＩ

職として勤務していたことは推認できる。 

  しかしながら、上記の元社員は、申立人のＤ社における厚生年金保険加
あっせん

入について、「Ｉ職紹介所の斡旋で販売業務に携わっていた者の給与から

は厚生年金保険料を控除していなかった。健康保険については、日雇健康

保険手帳を準備してもらい１日の業務終了後に、手帳に印紙を貼付し日付

印を押していた。｣と述べている。 

  また、Ｄ社は、既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、当時

の事業主も所在不明なことから、申立期間②における申立人の勤務実態及

び厚生年金保険料の控除について証言を得ることができない。 

  申立期間③について、Ｅ社の販売担当の複数の元社員は、申立人がＪ店
あっせん

及びＫ店で、Ｉ職紹介所の斡旋で販売業務に携わっていたと述べているこ

とから、期間の特定はできないものの、申立人がＩ職として勤務していた

ことが推認できる。 
あっせん

  しかしながら、上記の複数の元社員は、「Ｉ職紹介所の斡旋で販売業務

に携わる者は、日給制で勤務しており厚生年金保険には加入していなかっ

た。」と述べている。 

  また、Ｅ社の元事業主は、「当社は、既に倒産しているため、申立期間

当時の資料の保管は無いが、当社の製品の販売業務に携わる者については、

Ｉ職紹介所の紹介を受け面接をして採用している。短期雇用のために、社

会保険加入については本人の希望を聴取し手続を行っている。」と述べて

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

いる。 

 さらに、申立期間①から③までの当時にＩ職紹介所の担当者であった者
あっせん

は、｢Ｉ職紹介所は、職業を斡旋するだけの機関であり、登録していた者

とは雇用関係は無い。」と述べている。 

 申立期間⑤については、申立人は、Ｆ社Ｇ営業所が閉鎖されるまで３年

間ぐらい勤務していたので、同社の厚生年金保険被保険者資格喪失日は、

昭和 52 年５月 31 日になるはずだと主張している。 

 しかしながら、申立人のＦ社の雇用保険の被保険者記録は無い上、同社

Ｇ営業所の閉鎖日を記憶している元社員はおらず、申立人の勤務実態につ

いて確認することができない。 

 また、Ｆ社は、既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、当時

の事業主も不明なことから、申立期間⑤における申立人の勤務実態及び厚

生年金保険料の控除に関する証言を得ることができない。 

 さらに、申立人は、Ｆ社を退職後、Ｌ市に転居し現在まで居住している

としているところ、申立人の住民票のＬ市民になった日付は、昭和 50 年

９月 19 日であることが確認できる。 

 このほか、申立人は、申立期間①から③まで及び⑤に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていることを確認できる給与明細書等

の資料を所持しておらず、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控

除について確認できる関係資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①から③まで及び⑤に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めること

はできない。 

 申立期間④については、申立人は、申立期間の給与額は、記録されてい

る標準報酬月額（６万円）より高額であったと主張している。 

 しかしながら、Ｆ社は、既に厚生年金保険の適用事業所でなくなってお

り、当時の事業主も不明なため、申立人の給与支給額及び保険料控除額に

ついて確認することができない。 

 また、申立期間④と近接した時期に申立人と同じ職種であった複数の者

の標準報酬月額も、申立人とおおむね同額であることが厚生年金保険被保

険者原票により確認できる。 

 さらに、Ｆ社の申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、

訂正の形跡は見当たらず、オンライン記録とも一致している。 

 このほか、申立人は、申立期間④において、その主張する標準報酬月額

に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確

認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、申立人の当該期間に係る

厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情も見当た

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



                      

  

らない。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間④について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

  



                      

  

神奈川厚生年金 事案 7947 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住 所 ：  

    

    

    

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55 年６月 30 日から同年７月１日まで 

  私は、Ａ社に、昭和 55 年６月 30 日まで勤務していた。しかし、厚生

年金保険の記録では、退職日である同年６月 30 日が資格喪失日になっ

ているため、同年６月が被保険者期間になっていない。調査の上、資格

喪失日の記録を同年７月１日に訂正してほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出された辞令及び雇用保険の記録から、申立人は、申立期間

において同社に継続して勤務していたことが認められる。 

 しかしながら、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿において、昭和 50 年

代に被保険者資格を喪失した者の資格喪失日を調査したところ、資格喪失

日が１日付けの者が５名である一方、申立人と同様に、末日付けの者が

78 名である上、末日付けで資格喪失している複数の者が、「私の退職日

は末日である。」と回答している。 

 また、上記の同僚のうち、昭和 55 年３月 31 日に資格喪失している同僚

は、「給与明細書は残っていないが、退職した月の厚生年金保険料を控除

されていないことを確認したと思う。」と供述している。 

 さらに、Ａ社は、「提出した辞令のほかに資料は残っていない。」と回

答しており、申立人及び上記の複数の同僚も、退職月に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等

の資料を所持していない。 

 このほか、申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

  

  

  

  

  



                      

  

神奈川厚生年金 事案 7948 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間において、船員保険の被保険者として船員保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 48 年 12 月 20 日から 49 年３月１日まで 

         ② 昭和 50 年 11 月 30 日から 51 年５月６日まで 

         ③ 昭和 51 年７月３日から 52 年２月 18 日まで 

         ④ 昭和 52 年２月 19 日から 54 年３月１日まで 

    

    

    

    船員保険の加入状況について年金事務所に照会したところ、申立期間

について加入記録が無い旨の回答であった。申立期間の船員手帳を所持

しているので、船員保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、申立人から提出のあった船員手帳の記録により

申立人がＡ社船舶Ｂの船員として、昭和 48 年 12 月 20 日から 49 年８月

30 日まで勤務していることが推認できる。 

 しかし、Ａ社は船員保険の適用事業所ではなくなっており、事業主とも

連絡が取れないことから、船員保険の取扱いや保険料控除について確認す

ることができない。 

 また、Ａ社に係る船員保険被保険者名簿では、申立人は船員保険の被保

険者資格を昭和 49 年３月１日に取得しているところ、同社は、同日に船

員保険の適用事業所となっていることが確認できる。 

 さらに、申立人及び昭和 49 年３月１日に被保険者資格を取得した同僚

は、当該期間に係る給与明細書を所持していないため、船員保険料控除に

ついて確認することができない。 

 申立期間②及び③について、申立人から提出のあった船員手帳の記録に

より、申立人がＣ社船舶Ｄの船員として、当該期間において勤務している

ことが確認できる。 

、

  

  

  

  



                      

  

   しかし、Ｃ社は昭和 52 年２月に船員保険の適用事業所となっており、

当該期間は適用事業所ではなく、事業主とも連絡が取れないことから、船

員保険の取扱いや保険料控除について確認することができない。 

  また、申立人が所持している船員手帳に記載があった船長は、当該期間

にＥ社において船員保険に加入していることがオンライン記録により確認

できることから、Ｅ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に記録がある

従業員に照会したところ、船員保険の担当者であった従業員は、「Ｅ社は

Ｃ社の親会社だった。船員保険は、会社と話合いにより加入する取扱いだ

った。私が船員保険の加入手続を担当し、申立人の船員手帳に記載があっ

た同社船舶Ｄの船長については加入手続をしたが、申立人とその家族につ

いては加入手続をしなかった。」と述べている。 

  さらに、船員手帳において、当該期間にＣ社船舶Ｆに乗船した旨の記載

がある申立人の弟も船員保険の加入記録が確認できない上、申立人は、当

該期間に係る給与明細書を所持しておらず、Ｅ社も当時の資料が無いこと

から、船員保険料控除について確認することができない。 

  申立期間④について、申立人から提出のあった船員手帳の記録により、

申立人が当該期間にＣ社船舶Ｆの船員として勤務していたことが確認でき

る。 

  しかし、上記のＥ社の船員保険担当者は、「申立人とその家族について

は、当該期間においてはＣ社船舶Ｆでの船員保険の加入手続を行わなかっ

た。」と述べているところ、船員手帳に昭和 51 年 12 月９日から 54 年８

月 25 日までの期間において船舶Ｆに乗船した記録がある申立人の弟も当

該期間の被保険者記録が無い。 

  また、Ｃ社のほかの船に乗り込んだ記録がある船長の一人は、「私は、

機関長と二人で乗り込んだ。」と述べているところ、当該船長が記憶して

いる機関長は、Ｃ社の船員保険被保険者名簿において氏名が確認できない。 

  さらに、申立人は、船員保険に加入していた根拠として申立期間①から

④までに健康保険被保険者証を使用して医療機関を受診したと述べている

が、申立人は医療機関名を記憶していないため、申立人の船員手帳に記載

がある健康診断を受診した医療機関に、船員保険の加入記録の有無を照会

したが、いずれも不明と回答している。 

  このほか、申立人の申立期間①から④までにおける船員保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

  これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として申立期間①から④までに係る船員保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 7949 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 46 年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年 12 月 31 日から 10 年１月１日まで 

Ａ社での厚生年金保険の資格喪失日が「年金手帳の厚生年金保険の記    

録（１）」では、被保険者でなくなった日が平成 10 年１月１日と記載

されているのに、日本年金機構の記録では、９年 12 月 31 日となってい

るため、厚生年金保険の被保険者期間が１か月少なくなっている。同年

12 月に退職した後も健康保険を継続していた。当時の給与明細書を添

付するので、調査の上、被保険険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出されたＡ社の給与明細書及び事業所から提出された賃金

台帳から平成９年 12 月の厚生年金保険料が給与から控除されていたこと

が認められる。 

 しかしながら、厚生年金保険法第 19 条では、「被保険者期間を計算す

る場合には、月によるものとし、被保険者の資格を取得した月からその資

格を喪失した月の前月までをこれに算入する。」とされており、また、同

法第 14 条において、資格喪失の時期は、その事業所に使用されなくなっ

た日の翌日とされている。 

 申立人のＡ社に係る雇用保険被保険者記録及び事業所から提出された退

職所得申告書から、申立人の離職日は平成９年 12 月 15 日であることが確

認できる。 

 これらのことから、申立人のＡ社における資格喪失日は、事業所が社会

保険事務所（当時）に提出した、健康保険厚生年金保険被保険者喪失確認

通知書に記載されている平成９年 12 月 31 日であり、申立人の主張する同

年 12 月は、厚生年金保険の被保険者期間とはならない。 

  

  

  



                      

  

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったと認める

ことはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 7950 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 35 年８月頃から 39 年３月頃まで

         ② 昭和 48 年５月頃から 51 年７月頃まで

 

     

    私は、昭和 35 年８月頃、Ａ社Ｂ工場へ正社員として入社し、39 年３

月頃まで勤務していたにもかかわらず、同社での厚生年金保険被保険者

記録が無い。また、48 年５月頃から 51 年７月頃までＣ社（現在は、Ｄ

社）Ｅ店及びＦ社（現在は、Ｇ社）Ｈ店に勤務し、Ｉ職をしていたが、

両社についても厚生年金保険被保険者記録が無いのは納得できないので

調査の上、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

、

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、複数の同僚の証言から、期間の特定はできないも

のの、申立人がＡ社Ｂ工場に勤務していたことは推認できる。 

 しかしながら、Ａ社Ｂ工場に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票に

おいて、同社Ｂ工場が厚生年金保険の適用事業所となった昭和 38 年７月

１日に被保険者資格を取得した同僚へ照会したところ、回答のあった７名

は、厚生年金保険の記録と勤務期間は異なり、被保険者資格を取得する以

前から同社Ｂ工場に勤務していたと回答している。 

 また、上記被保険者原票において、申立人の氏名は無く、健康保険の整

理番号に欠番は無いことが確認できる。 

 さらに、Ａ社Ｂ工場は既に解散しており、当時の事業主の連絡先も不明

のため、申立人の当該期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除に

ついて照会することができない。 

 申立期間②について、申立人は、Ｃ社Ｅ店及びＦ社Ｈ店で勤務していた

が、各事業所の勤務期間については覚えていないと述べている。 

  

  

  

  



                      

  

   また、Ｄ社及びＧ社は、「当時の資料は無く、申立人の勤務実態及び厚

生年金保険料の控除について確認することができない。」と回答している。

 さらに、Ｄ社が加入しているＪ厚生年金基金は、「申立人のＤ社におけ

る厚生年金基金の加入記録は無い。」と回答しており、同社が申立期間②

当時に加入していたＫ健康保険組合、Ｇ社が加入しているＬ健康保険組合

も、「申立人の健康保険の加入記録は無い。」と回答している。 

 加えて、申立人の元夫の健康保険厚生年金保険被保険者原票の被扶養者

氏名欄に申立人の氏名が記載されており、「扶養開始年月日」の記載は無

いものの、当該被保険者原票における元夫の健康保険及び厚生年金保険の

被保険者期間が昭和 48 年 11 月 26 日から 52 年 10 月 26 日までの期間とな

っていることから、申立人は、申立期間②の大部分は、被扶養者となって

いたことが確認できる。 

 このほか、申立人は、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていることを確認できる給与明細書等の資料を所

持しておらず、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除をうかが

わせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

  

  

  

  



                      

  

神奈川厚生年金 事案 7951 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住 所 ：  

    

    

    

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43 年６月頃から 45 年 11 月頃まで 

私は、申立期間において、Ａ社のＢ店ほか数店に勤務したが、当該期    

間の厚生年金保険の記録が無い。 

 調査の上、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間当時、Ｂ店を経営していたＡ社の後継会社であるＣ社は、「申

立期間当時の人事記録及び賃金資料等は保存されていないため、申立人が

勤務していたことを確認することができないが、Ａ社は、厚生年金保険の

適用事業所でなかったので、Ｂ店を含むＤ事業所の系列店で働く従業員は

厚生年金保険に加入していなかった。当該系列店で働く従業員が厚生年金

保険に加入したのは、Ｃ社が厚生年金保険の適用事業所になった昭和 61

年７月１日以降である。」と回答している。 

 また、オンライン記録によれば、Ａ社は、申立期間を含めて厚生年金保

険の適用事業所となっていない上、同社の後継会社であるＣ社が厚生年金

保険の適用事業所となったのは申立期間から約 16 年後の昭和 61 年７月１

日であることが確認できる。 

 さらに、申立人は、申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる給与明細書等を所持していない。 

 このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

  

  

  

  、



                      

 

神奈川厚生年金 事案 7952 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 15 年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 17 年６月１日から 20 年 10 月 20 日まで 

私は、個人的な理由で、Ａ社を昭和 20 年 10 月 19 日に退職したが、    

24 年５月１日に再入社し、26 年７月 11 日に退職した。 

 厚生年金保険の記録によると、私がＡ社に勤務していた２回の期間の

うち、最初の昭和 17 年６月１日から 20 年 10 月 20 日までの期間につい

て、脱退手当金が支給されたこととなっている。 

 しかし、私は、脱退手当金の請求手続をした記憶も無いし、受け取っ

た記憶も無い。 

 調査の上、申立期間の記録を訂正してほしい。 

   

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によると、申立人の脱退手当金は厚生年金保険被保険者

資格の喪失日から約１年７か月後の昭和 22 年５月 20 日に支給決定されて

いるところ、当時の脱退手当金の支給要件は、男性の場合、厚生年金保険

被保険者期間３年以上 20 年未満の者で、資格喪失後、再度被保険者とな

ることなく、１年を経過した場合に支給されることとなっており、申立人

の脱退手当金支給は当該支給要件に合致していることが確認できる。 

 また、申立人の厚生年金保険被保険者台帳を見ると、保険給付欄には脱

退手当金が支給されたことを示す記録が確認できるほか、記載された月数

はオンライン記録と一致することが確認できるなど、一連の事務処理に不

自然さはうかがえない。 

 さらに、申立人と同日の昭和 20 年 10 月 20 日及び 21 年１月 10 日に厚

生年金保険被保険者資格を喪失し、脱退手当金の受給要件を満たしている

男性 11 名を調査したところ、申立人を含む５名に支給記録が確認でき、

 

  

  



                      

  

全ての者が申立人と同じ 22 年５月 20 日に支給決定されていることから、

事業主による代理請求がなされた可能性が考えられる。 

 加えて、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

 これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

  

  



                      

  

神奈川厚生年金 事案 7953 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住 所 ：  

    

    

    

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45 年４月頃から 49 年３月頃まで 

私は、申立期間当時は大学の夜間部に通学し、昼間はアルバイトとし    

て、Ａ事業所において、Ｂ職をしていたが、その期間の厚生年金保険の

被保険者記録が無いので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間とし

て認めてほしい。 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間において、Ａ事業所に勤務していたと述べている。 

 しかしながら、Ａ事業所の人事記録を承継しているＣ事業所は、「当時

の資料が無いため、申立人の申立期間における在籍を確認することができ

ない。」と回答している上、申立期間に係る雇用保険被保険者記録も無い

ことから、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除

について確認することができない。 

 また、オンライン記録では、申立期間当時、申立人が記憶している所在

地で事業所名をＡ事業所とする適用事業所は、昭和 45 年５月１日に厚生

年金保険の適用事業所になった事業所が一つ確認できるものの、同事業所

の事業所別被保険者名簿には、申立人の名前は記載されておらず、申立人

が姓のみ記憶している複数の同僚と同姓の者も当該被保険者名簿では確認

できない上、当該被保険者名簿の健康保険整理番号に欠番は無い。 

 このほか、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持してお

らず、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

  

  

  

  



                      

  

神奈川厚生年金 事案 7954（事案 4707 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和２年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 50 年 11 月１日から 51 年 10 月１日まで 

         ② 昭和 52 年 10 月 21 日から 53 年８月１日まで 

         ③ 昭和 62 年４月１日から同年 10 月１日まで 

    

    

    申立期間①は、Ａ社、申立期間②及び③は、Ｂ社に勤務していた時の

標準報酬月額が、実際の給与支給額よりも低く記録されている。 

 調査の上、厚生年金保険の被保険者記録を訂正してほしい。    

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間②及び③に係る申立てについては、申立人が主張する標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことを確認できる給与明細書等の資料が見当たらないことなどから、既

に当委員会の決定に基づき、平成 22 年 12 月 15 日付けで年金記録の訂正

は必要でないとする通知が行われている。 

 今回の申立てに当たり、申立人は、当該期間以外の期間に係る給与明

細書（昭和 43 年９月分、同年 10 月分、46 年６月分）及び辞令（39 年３

月 21 日付け、40 年３月 21 日付け、41 年３月 21 日付け、47 年８月 21 日

付け、52 年３月 21 日付け）を提出しているが、これら資料は委員会の当

初の決定を変更すべき新たな事情とは認められず、その他に委員会の当

初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人が主

張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 

 申立期間①について、申立人は、「Ａ社における当該期間に係る標準

報酬月額は、32 万円である。」と主張している。 

  

  



                      

  

   しかしながら、Ａ社の後継企業であるＣ社は、「申立期間①に係る賃

金台帳等を保管していない。」と回答しており、申立人の当該期間に係

る報酬月額及び厚生年金保険料控除額について確認することができない。

 また、申立人は、申立期間①に係る厚生年金保険料の控除額を確認で

きる給与明細書等を所持していないことから、申立人の申立てどおりの

報酬月額及び厚生年金保険料控除額について確認することができない。 

 さらに、申立期間①のうち、昭和 50 年 11 月１日から 51 年８月１日ま

での期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額の上限額は 20 万円であると

ころ、オンライン記録において、申立人の当該期間に係る標準報酬月額

は、上限額の 20 万円と記録されていることについて、申立人は、「厚生

年金保険の標準報酬月額の上限額は、昭和 51 年８月１日より 32 万円に

改正されたことになっているが、厚生年金保険標準報酬月額の改正経過

に関する資料を精査したところ、正しくは同日前に改正されたと思わざ

るを得ない。」と主張しているが、当該主張の事実を確認することはで

きない。 

 このほか、申立期間①について、申立人の主張する標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料の控除について確認できる関連事情及び周辺事情は

見当たらない。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が申立期間①について、その主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めるこ

とはできない。 

 

  

  

  

  

 




